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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　インドネシア共和国（以下、インドネシアと略す）では工業化の進展につれて、中間管理技術

者の不足が深刻な問題になってきたことを踏まえて、中間管理技術者の養成にあたるポリテク

ニック校を、現在の26校から155校に増設する計画を策定したが、全国のポリテクニック校の教

官はディプロマ３（Ｄ３）修得レベルであって、指導力が十分とはいえず、教官数も増設計画に

対して著しく不足している状況にあった。

　このためインドネシア政府は、日本の無償資金協力で建設され、昭和62年～平成６年までプロ

ジェクト方式技術協力が実施されたスラバヤ電子工学ポリテクニック（ＥＥＰＩＳ）を電子・電

気・通信工学分野における国の中核教育機関と位置づけ、新たにポリテクニック校の教官を養成

する役割を与えることとした。そのうえで、教官養成に必要な、大学卒と同レベルのディプロマ４

（Ｄ４）課程を新設するなど、同校の機能を強化・拡充するための技術協力を、我が国に要請し

てきた。

　これを受けて国際協力事業団は、平成10年10月４～15日まで、東京工業大学教授　藤井信生氏

を団長とする「スラバヤ電子工学ポリテクニック教官養成計画」の事前調査団をインドネシアに

派遣した。

　同調査団は、要請の背景や内容の妥当性などを調査するため、インドネシア教育文化省、工業

省、労働省などから実施計画について説明を受けるとともに、ＥＥＰＩＳ関係者との協議を行っ

た。その結果、比較的少ない援助で多大な成果を期待できるとの調査結果を得た。

　本報告書は、同調査団による調査及び協議結果を取りまとめたもので、今後の技術協力実施に

あたって、関係方面に広く活用されることを願うものである。

　最後に、調査団の各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、文部省、在インドネシア日本大使

館、在スラバヤ日本総領事館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、今後と

も一層のご支援をお願いする次第である。

平成10年11月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
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１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣１．事前調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　インドネシアでは近年、工業化の進展に伴って、現場で技術的問題を処理できる中間管理技術

者の不足が深刻な問題になってきた。このため、中間管理技術者の人材育成を担うポリテクニッ

ク校が重要な存在となり、同国教育文化省高等教育総局（ＤＧＨＥ）は、現在26校あるポリテク

ニック校を2020年までに 155校増やす計画を立てている。

　しかし、全国のポリテクニック校で教鞭をとる教官の多くは、Ｄ３修得レベルであって、ポリ

テクニック教育に必要な実践力、応用力が不十分であり、将来計画に必要な教官数も圧倒的に不

足しているのが現状である。

　今般、インドネシア政府は、従来から我が国が継続的に支援してきたスラバヤ電子工学ポリテ

クニック（ＥＥＰＩＳ）を、電気系分野の中核となる教育機関と位置づけ、ＥＥＰＩＳに対し

て、新たにポリテクニック校レベルの教官を養成する機能を与えることとし、教官養成に必要

な、大学卒と同レベルのＤ４課程の新設をめざしている。

　また、これまで行われてきたＤ３レベルの学生教育の充実も、課題である。

　ＥＥＰＩＳは1988年に日本の無償資金協力で施設が建設され、1987～1994年まではＪＩＣＡの

プロジェクト方式技術協力が実施された。その後も個別専門家派遣や第三国研修が実施されるな

ど、我が国の協力が実を結んで、学生の教育について高い評価を得ている。しかし今後、電気系

分野の教育の中核機関として、バランスのとれた発展をするためには、労働省、工業省など所管

官庁の枠を超えて、この分野を横断的にとらえ、産業界のニーズに直接応えることが求められて

いる。このためインドネシア側は、現在ＥＥＰＩＳに設置されている「電気工学科」と「通信工

学科」に加えて、｢情報工学科」を新設し、ＥＥＰＩＳの教育実施体制を強化・拡充したいとし

ている。

　こうした状況を背景に、本事前調査団は、以下の協議・調査を目的として派遣された（協議・

調査事項の細目は、付属資料３を参照)。

(１) 協議・調査事項

１) 現在のポリテクニックレベルの教育事情

２) 教育文化省のポリテクニック校教官の養成計画

３) 要請の内容確認

４) 要請プロジェクトの目的・成果・活動内容の妥当性と大枠の確認

　　・ＥＥＰＩＳにおける電気工学科、通信工学科教官養成課程（Ｄ４）の開設

　　・ＥＥＰＩＳにおける情報工学科、医療電子工学科学生教育課程（Ｄ３）の新設

５) 協力範囲の確認
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６) プロジェクト・サイト

７) 関連機関との連携

・海外経済協力基金（ＯＥＣＦ）の機材導入計画策定における協力及びポリテク

ニック教育開発センター（ＰＥＤＣ）への支援ドナーなど

(２) 重点調査・検討事項

１) インドネシア側のポリテクニック教育拡充全体計画

２) プロジェクトの概要

３) インドネシア側投入計画

４) 日本側の協力範囲

１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

団長・総括／電気工学系 藤井　信生　　東京工業大学工学部電子物理工学科教授

機械工学系 松本　浩之　　東京工業高等専門学校校長

教官養成計画 都築　孝　　　ＪＩＣＡ国際協力専門員

教育行政 平野　裕次　　文部省学術国際局国際企画課教育文化交流室

　　　　　　　文部事務官

協力企画 洲崎　毅浩　　ＪＩＣＡ社会開発協力部社会開発協力第一課職員
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

調査団派遣期間：1998年10月４～15日（12日間）

移動及び業務

10:50　成田発（JL725)→16:05　ジャカルタ着

ＪＩＣＡ事務所打合せ、日本大使館表敬、国家開発企画庁（BAPPENAS）
表敬、調査方針説明とインドネシア側全体構想の確認
工業省及び労働省訪問、開発構想確認とニーズ調査

教育文化省表敬、調査方針説明とインドネシア側実施計画の確認
高等教育開発計画（ＨＥＤＳ）関係者と協議及び懇談会、プロジェクト
全体に係る意見交換

８:00　ジャカルタ発（GA304)→９:20スラバヤ着
ＥＥＰＩＳ校長表敬、調査実施概要説明
スラバヤ工科大学（ＩＴＳ）学長表敬、調査実施概要説明
ＥＥＰＩＳ関係者に調査事項説明、ヒアリング要領等の調整

ＥＥＰＩＳ関係者と協議、担当事項別個別調査
ＥＥＰＩＳ関係者と懇談、プロジェクト要望に係る意見交換

ＥＥＰＩＳ関係者と担当別個別調査（終日）

８:00　スラバヤ発（車両)→10:00　マラン着
Brawijaya大学ポリテクニック校視察

16:00　スラバヤ発（GA319)→17:20　ジャカルタ着

ＤＧＨＥとの協議、プロジェクト全体計画概要案のすりあわせ
資料整理、担当事項別個別調査

ＤＧＨＥとの協議、ミニッツ案検討
調査団主催懇親会、ＤＧＨＥ関係者と意見交換

ＤＧＨＥとの協議、ミニッツ署名・交換
日本大使館、ＪＩＣＡ事務所へ帰国報告
23:30　ジャカルタ発（JL726)→

８:40　成田着

日順
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７

８
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月日
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５日
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７日

８日

９日

10日

11日

12日

13日

14日

15日

曜日

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木

＊松本団員は10月11日帰国
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２．要約２．要約２．要約２．要約２．要約

　インドネシア政府は、2020年までに全国で155のポリテクニック教育実施機関を整備する計画

を立てている（現在26校)。このなかでスラバヤ電子工学ポリテクニック（ＥＥＰＩＳ）は、同

国における電気系ポリテクニック教育の中核校として、教官養成等の新たな役割を期待されるこ

とになった。

　ＥＥＰＩＳはこれまでの日本の協力により、学生の教育についてはすでに高い評価を得てい

る。今後電子工学系分野の教育の中核機関として、バランスのとれた発展を遂げるには、この分

野を横断的にとらえ、産業界のニーズに直接的に応えることが求められる。そのため、すでに

ＥＥＰＩＳに設置されている「電子工学科」と「通信工学科」に加えて、｢情報工学科」を新設

し、教育実施体制を強化・拡充する方針である。

　本事前調査の結果、｢スラバヤ電子工学ポリテクニック教官養成計画」プロジェクトでは、既

存の２学科（電気工学科、通信工学科）における教官養成課程・Ｄ４の３コース（電気工学、電

子工学、通信工学）の新設と、情報工学科の学生教育課程・Ｄ３の１コースの新設に技術協力を

行うことが妥当と判断された。また、本プロジェクトの協力範囲は、新設コースのカリキュラム

作成、テキスト作成、機材供与、とすることで、インドネシア側と合意した。

　調査団は、これらプロジェクトのマスタープラン（Ｍ／Ｐ）を含む合意事項をミニッツ（付属

資料１）に取りまとめ、インドネシア側と署名を取り交わした。

　本プロジェクトについては、インドネシア側実施機関の受入体制が整っており、案件が成功す

る見通しは高いと判断される。したがって、短期調査を実施する必要はなく、早急に実施協議調

査団を派遣して、プロジェクトを早期に実施することを提言したい。
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３．要請の背景３．要請の背景３．要請の背景３．要請の背景３．要請の背景

　インドネシアのポリテクニック教育はドイツやスイスのマイスター制度を参考にして、以下の

ような独自の制度を形成している。

(１) ディプロマコース

　高等学校卒業後のプラクティカル教育としてＤ１、Ｄ２、Ｄ３コースが現在行われて

おり、本プロジェクトが発足するとＤ４コースが加わることになる。これは教育文化省

から大学卒と同等の評価がされるので、さらに、修士課程、博士課程へ進学する道も開

かれることになる。

(２) Ｓ１スペシャルコース

　これはＳ１保持者、つまり大学卒の者にＤ３コースの教官資格を与えるためのコース

である。通常、ポリテクニックで実験実習のトレーニングコースを半年ほど履修して

Ｓ１スペシャル保持者となるが、現実にはアカデミック教育に偏りすぎるので、今後は

Ｄ４コースが教官養成の主流となる。

(３) ディプロマ教育の現状

　ＤＧＨＥが掌握する26校のポリテクニックをベースに展開されているが、後述するよ

うにインドネシアでは産業界からの要請でポリテクニック教育施設の数を155校増やす計

画なので、今後は更に広い範囲で運営されることになる。つまり当面は本プロジェクト

の実施体制はＤＧＨＥが主体となるが、将来的には労働省や工業省を含めた全国的な電

気技術分野の技能技術教育支援をめざすことになる。日本では困難とも思えるこうした

融合や協力がこの国で可能であることは特筆に値するし、学ぶべきところがある。

　ＥＥＰＩＳのＤ４コース発足を支援するうえでは、行政組織上の上部機関であるＩＴＳ

とうまく協力することがひとつのキーポイントとなる。将来、ＥＥＰＩＳがＩＴＳから

完全な形で独立する可能性もあるが、当面はペアとして共存共栄することが重要となる。

ポリテクニック教育のＤ４は大学卒のＳ１と同等レベルとして政府が認定するので問題

ないが、Ｄ４修得者が更に上級コースに進学するような場合には、既存の大学（例えば

ＩＴＳなど）に進学することになる。そのような背景からもうかがえるように、ポリテ

クニック教育は大学と教育方針も違い、｢Professional Education」とよばれて大学の

「Academic Education」と対比され、プラクティカルな技術技能の修得に主眼を置い

ている。当然、通常の技術者教育を行うＩＴＳの支援は必要ではあるが、それだけでは

ＥＥＰＩＳでＤ４コースを行うことはできない。Professional（Practical）教育とし
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てのＤ４コースの確立のためには実習実験の指導が重要で、電子、電気、通信、情報の

分野では、どうしても日本からの協力を必要としている。

　インドネシアには現在、約 190万人のテクニシャンがいるが、技能技術レベルの引き

上げと数の増加（490万人）が必要であることが1994年の調査で報告されている。また、

教官と学生の比率は10対１とされているが、現実には教官の研修期間などを考慮して、

25％の余裕をもたせた配分とすることになっている。ちなみに、ＥＥＰＩＳでは、正規

の学生 500人と二部の学生 300人をもち、教官は69人であるので、新たな学科やコース

設立を行う場合は、現行の二部制を減らすなどの工夫が必要になるであろう。
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４．開発計画の現状と問題点４．開発計画の現状と問題点４．開発計画の現状と問題点４．開発計画の現状と問題点４．開発計画の現状と問題点

　ＤＧＨＥは、1996年に「高等教育開発の長期ガイドライン」を策定し、1996～2005年までの10

年間の高等教育開発の方向性を示している。

　この「高等教育開発の長期ガイドライン」においては、今後10年間の高等教育行政の重要項目

として次の３点を強調している。

　　①高等教育システムの改革（主要プログラムＡ）

　　②適切さ及び質の改善（主要プログラムＢ）

　　③高等教育の均等な分配（主要プログラムＣ）

　上記３点のうち、特に ③の「高等教育の均等な分配」の主要プログラムは、高等教育を受け

る機会の平等についての問題及びインドネシアにおける高等教育機関の地理的不均衡の解消の問

題である。1993年の国家政策ガイドラインでは、インドネシアにおける高等教育就学率を2005年

までに約15％とすることを目標としており、これにより、本ガイドラインのなかでも「2005年ま

でに、国の高等教育機関でのＳ１とポリテクニック教育の収容力は、各５万6,000人分と10万

2,000人分まで増加させなければならない。また、その他のディプロマ教育の収容力も３万人分

の増加が必要となる」と、ポリテクニック教育の実施体制開発の必要性が明確に記されている。Ｄ

ＧＨＥは、望ましい高等教育就学率を25％と設定しており、当面、2020年までに同国の高等教育

就学率を20％まで引き上げることを「高等教育開発の長期ガイドライン」のなかで目標として掲

げている。

　また、このガイドラインでは、雇用ニーズに見合う卒業生数を確保するために、2005年までに

高等教育の学生数の構成を、技術系20％、その他の科学13％、社会教育科学67％の割合とするこ

とをめざすとし、次の指標も明示している。

　　①技術を専攻する大学生とディプロマ学生31％、その他の科学に18％、社会教育科学に51％

　　②技術を専攻する大学生とディプロマ学生の割合を１：1.7

　　③その他の分野での大学生とディプロマ学生の割合は、開発の必要性に応じて変動可能

　このように、1996年の時点でＤＧＨＥは綿密な調査に基づき、かなり具体的な高等教育の開発

計画を定めており、ガイドラインに示された各プログラムの実施に必要とされる各国ドナーから

の協力についても、具体的な形で取りまとめられて、1996～1997年にかけてＯＥＣＦやアジア開

発銀行（ＡＤＢ）などに支援要請がなされていた。

　しかし、1997年後半の通貨危機に起因してインドネシア政府は国家開発計画の全面的な見直し

を迫られ、その結果国家の当面の開発優先順位が「保健」「食糧」「初中等教育」に与えられ

た。これにより、高等教育開発に向けられる予算は大きな制約を受けることになるとともに、

ＯＥＣＦによる借款の同分野への割り当ても非常に困難な状況となっている。現在、ＤＧＨＥは
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1996年に定めた「高等教育開発の長期ガイドライン」の内容を修正して「1999～2003年までの５

か年計画」を策定中であり、その内容は当初の長期ガイドラインに比べ２年間程度の開発スケ

ジュールの遅れが想定されている。
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５．協力分野の現状と問題点５．協力分野の現状と問題点５．協力分野の現状と問題点５．協力分野の現状と問題点５．協力分野の現状と問題点

　先の通貨危機の影響はあるものの、今後、実践的技術者の不足がインドネシアの経済発展の障

害となることが予想されている。

　同国は、製造業を中心とした輸出志向型の経済発展をめざしており、特に電気・電子産業は将

来の成長産業である（工業省ヒアリング)。金融危機発生以前の数字であるが、電気・機械系技

術者に対する産業界の需要は2003年までに 190万人、2018年までには 490万人に達する見込み

であり（労働省ヒアリング)、若干の下方修正を考慮しても、その需要は今後も増加することが

予想される。

　国家開発企画庁（BAPPENAS）は、短期的な経済回復及び長期的な経済発展の観点からも、本プ

ロジェクトの早急な事業着手による即効性のある支援を調査団に要望した。

　同国のポリテクニック校は、職業技術教育分野の高等教育機関として、産業界に実践的技術者

の供給を行っている。ＤＧＨＥは、ポリテクニック教育の拡充・強化のために、①現在在籍して

いる学生数を２万人から27万人へ、②1993～2020年の間に155校のポリテクニック校を新設、③

全国の拠点となる３校のNational Resources Polytechnie（ＮＲＰ・Ｄ４課程）の設置、地域

の拠点となる４校のRegional Resources Polytechnie（ＲＲＰ・Ｄ３課程）の設置を計画して

いる。付属資料２「要請書関係資料」の第３ページは155校の新設計画における79校の計画状況

を、第５ページはその地理的分布を、第４ページはポリテクニック校拡充計画の具体的な目標値

を示している。

　これらの計画を実現するためには、ポリテクニック教官の増加とその質の向上が急務である

が、全国のポリテクニック校の教官の多くはＤ３修得レベルであり、政府は３校のＮＲＰにそれ

ぞれ機械系、土木系、電気系のＤ４課程を設置することによって、これら教官のレベル向上と教

官数の増加を計画している。なお、本プロジェクトの対象機関となっているＥＥＰＩＳは電気工

学分野の中心となるＮＲＰとして位置づけられている。
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６．要請の内容６．要請の内容６．要請の内容６．要請の内容６．要請の内容

(１) 目標・成果・活動項目

　1995年当時の段階では、インドネシア側の要望は、スラバヤ電子工学ポリテクニック

（ＥＥＰＩＳ）における電気工学コースとメカトロニクス学科を新設し、併せて既存

の電気工学科にＤ４課程を開設してＥＥＰＩＳを「電子工学ポリテクニック教育セン

ター」に発展させることを目的としていた。

　しかし、現在はインドネシア側の自助努力で電気工学科のなかに電気工学コースが

立ち上げられており、199 5年当時とは状況が変化している。このため、今回新たに

「ＥＥＰＩＳを全国の電気工学分野のポリテクニック中核機関として確立する」ための

要請がインドネシア側から提示された。具体的な目標、成果、活動項目の内容は付属資

料２「要請書関係資料」のとおりであるが、その柱は次のようになっている。

①ＥＥＰＩＳの電気工学科（電子工学コース、電気工学コース）と通信工学科の両方に

Ｄ４課程を新設するために必要な協力

②ＥＥＰＩＳに情報工学科（Ｄ３課程）と医療電子工学科（Ｄ３課程）を新設するため

に必要な協力

(２) 日本側投入

　また、インドネシア側は、上記協力活動のために必要な投入として日本側に対して以

下の内容の協力を要望している。

①長 期 専 門 家：常駐５人体制

②短 期 専 門 家：毎年５人

③研修員受入れ：６か月程度を計40人

④機 材 供 与：必要数量（書籍含む）
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７．日本のほかの協力との関連７．日本のほかの協力との関連７．日本のほかの協力との関連７．日本のほかの協力との関連７．日本のほかの協力との関連

(１) 海外経済協力基金（ＯＥＣＦ）プロジェクト

　1996年のインドネシア政府からの要請を受けて、海外経済協力基金（ＯＥＣＦ）は案

件検討結果を有償資金協力促進調査（ＳＡＰＲＯＦ）としてレポートに整理した。これ

によれば、機械、電気、土木の３分野でインドネシア全土にわたるポリテクニック教官

の養成をＯＥＣＦが支援する計画であり、ＯＥＣＦは1998年度に案件採択、1999年度か

ら施設建設など具体的な協力を開始すべく準備を進めてきていた。しかし、1997年後半

以降のインドネシアの通貨危機による経済情勢悪化のため国家開発の優先順位が変わり、

高等教育分野へのプロジェクト型借款の割り当てが非常に困難な状況となったことから、

現在は実施が見送られている状況である。ＯＥＣＦによる協力は１、２年先には再開さ

れる可能性もある。

(２) 高等教育開発計画（ＨＥＤＳ）プロジェクト

　スマトラ及びカリマンタンの対象11大学の大学教官のレベルアップを目的とする

ＪＩＣＡのプロジェクト方式技術協力で、もともとは米国国際開発庁（ＵＳＡＩＤ）が

発案しＪＩＣＡと協調して支援に入ったものである。ＵＳＡＩＤは1996年にその担当部

分の協力を終了し、その後は日本側のみのプロジェクトとして引き継がれている。

　この協力では、Ｓ１を持つ教官にＳ２を持てるチャンスをつくる。このためにプロジェ

クト内にプロジェクト事務局（ＰＭＵ）を持ち、ＤＧＨＥのカウンターパートをその長

としている。

　海外の研修先としては豊橋技術科学大学、長岡技術科学大学、東京工業大学などがあ

り、国内の留学先としてバンドン工科大学（ＩＴＢ）等が協力している。
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８．第三国（国際機関を含む）の協力概要８．第三国（国際機関を含む）の協力概要８．第三国（国際機関を含む）の協力概要８．第三国（国際機関を含む）の協力概要８．第三国（国際機関を含む）の協力概要

　インドネシアのポリテクニック校は、1972年に６校が設立されて以来、現在に至るまで26校に

及ぶ。その施設建設、設備整備にあたっては世界銀行、ＡＤＢによる融資が、技術協力の分野に

おいては、スイス（工業系)、オーストラリア（商業系)、ドイツ（造船)、日本（電子工学、通

信工学）による支援が行われてきた。現在、同国のポリテクニックに対する支援を継続している

ドナーは日本とＡＤＢのみとなっている。

　ＡＤＢは９校のポリテクニック校の新設と２校の拡充を計画していたが、先の通貨危機、政変

の影響により計画は遅れており、1998年度の事業着手はほぼ絶望的な状況となっている。現在、

ポリテクニック校に対する技術協力を実質的に行っているドナーは日本のみであり、工業を中心

とした職業技術教育に大きな成功を収め、優秀な実践的技術者を送り出してきた、その日本の経

験を、今後のインドネシア経済の回復・発展に貢献させる意味においても、このプロジェクトを

実施する意義は大きいといえる。
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９．プロジェクト実施計画９．プロジェクト実施計画９．プロジェクト実施計画９．プロジェクト実施計画９．プロジェクト実施計画

　プロジェクトの実施計画については、基本的にはインドネシア側の要請内容に調査団の検討を

加えてインドネシア側と協議を行い、結果として以下のとおり合意をみた。この過程において、

インドネシア側から要望のあった医療電子工学科の新設については、産業界のニーズに合致して

いないこと及びＥＥＰＩＳの体制がいまだその段階には達しておらず、今後インドネシア側の自

助努力により電気工学科内に医療電子コースを増設することでも対応可能と判断されたため、今

回のプロジェクトの協力範囲には含めないこととした。

　なお、本プロジェクトの名称については、プロジェクトの協力活動内容にも照らし「教官養

成」に限定した印象を与えることのないよう修正する必要性が認められたため、検討の結果、ミ

ニッツ（付属資料１）のとおり「電気系工学開発におけるポリテクニック教育強化のためのプロ

ジェクト｣、略称「ＳＰＥＥＤ」と定めた。ただし、プロジェクトの日本語名称については関係

者とも協議のうえ若干の修正の余地がある。

９－１　目的９－１　目的９－１　目的９－１　目的９－１　目的

(１) 上位目標

　ＥＥＰＩＳが電気系工学分野におけるNational Resource Polytechnic（ＮＲＰ）と

なり、インドネシアの電気系工学ポリテクニック教育における人的資源開発の中核セン

ターとなる。

(２) プロジェクト目標

　ＥＥＰＩＳにおける電気系工学分野の人的資源開発機能が強化される。

(３) 成果

・ＥＥＰＩＳが電子工学及び通信工学並びに電気工学分野の優秀なポリテクニック教官

を供給するようになる。

・ＥＥＰＩＳが情報工学分野の優秀な技術者を供給できるようになる。

９－２　実施計画概要９－２　実施計画概要９－２　実施計画概要９－２　実施計画概要９－２　実施計画概要

　プロジェクトの主要な活動内容は次のとおり整備される。なお、各項目の詳細活動計画につい

ては、インドネシア側で素案を作成して1999年１月末までに日本側に提示される予定であるた

め、その後に日本側関係者とも内容を検討して詳細を確定することとなる。

①電気工学科の電子工学Ｄ４コースの新規開設に必要な準備を行う。
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②電気工学科の電気工学Ｄ４コースの新規開設に必要な準備を行う。

③通信工学科の通信工学Ｄ４コースの新規開設に必要な準備を行う。

④情報工学科の情報工学Ｄ３コースの新規開設に必要な準備を行う。

⑤電気工学科の電子工学Ｄ４コースを円滑に運営して確立させる。

⑥電気工学科の電気工学Ｄ４コースを円滑に運営して確立させる。

⑦通信工学科の通信工学Ｄ４コースを円滑に運営して確立させる。

⑧情報工学科の情報工学Ｄ３コースを円滑に運営して確立させる。
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1010101010．相手国のプロジェクト実施体制．相手国のプロジェクト実施体制．相手国のプロジェクト実施体制．相手国のプロジェクト実施体制．相手国のプロジェクト実施体制

1010101010－１　実施機関の組織及び事業概要－１　実施機関の組織及び事業概要－１　実施機関の組織及び事業概要－１　実施機関の組織及び事業概要－１　実施機関の組織及び事業概要

　本プロジェクトは、教育文化省高等教育総局（ＤＧＨＥ）の監督下、スラバヤ電子工学ポリテ

クニック（ＥＥＰＩＳ）において実施される。

　ＥＥＰＩＳは、日本の全面的な協力によりエレクトロニクス産業の生産現場における技術的な

課題を解決し得る理論と実技に強い実践的技術者の育成を目的として設立された。現在、電気工

学科、通信工学科の２学科により構成されており、1987年から７年間にわたり実施されたプロ

ジェクト方式技術協力「スラバヤ電子工学ポリテクニック」の期間中にそれぞれ電子コース、通

信コースが、更に日本側協力終了後、電気学科の下に電気コースが開設され、２学科３コース体

制で14研究室を有している。各コースの学生定員は１クラス30人程度で、電子工学コース２クラ

ス、電気工学コース１クラス、通信工学コース２クラスにより構成されている。また、教官の総

数は69人である。

　本プロジェクトでは、既存の電子、電気、通信工学コースにそれぞれポリテクニック教官の養

成を目的としたＤ４課程が、また、既存２学科に加えてＤ３課程の情報工学科が新設される予定

である。

　なお、ＥＥＰＩＳは行政組織上はスラバヤ工科大学（ＩＴＳ）の下部機関となっているが、実

質的には独立した機関として扱われている。教育文化省に対する予算要求も形式上ＩＴＳを通じ

ているが、ＩＴＳがその内容に対して干渉することはない。本プロジェクトにおいては、支援対

象機関はあくまでもＥＥＰＩＳであり、ＩＴＳは協力・助言を行う機関として位置づけられる。

1010101010－２　プロジェクトの組織及び関連機関との関係－２　プロジェクトの組織及び関連機関との関係－２　プロジェクトの組織及び関連機関との関係－２　プロジェクトの組織及び関連機関との関係－２　プロジェクトの組織及び関連機関との関係

　ポリテクニック教育又はＤ３コースの教育に相当する技術技能教育は、教育文化省だけでな

く、工業省と労働省でも行っている。これは日本でも同じで、文部省に高専があるだけでなく、

労働省傘下に職業訓練大学校や短大がある。

　ＤＧＨＥが行っているいわゆるポリテクニック教育は、Ｄ１、Ｄ２、Ｄ３とあり、これにこれ

から始めようとしているＤ４が加わる。

　Ｄ４が必要なのは次のような理由による。

(１) ポリテクニック教育のための教官の育成

　インドネシアでは一部の大企業を除いて、ほとんどの企業は企業内訓練をする人的技

術的余裕がない。大学卒の技術者は比較的現場の技術的問題には弱く、管理運営にかか

わるエリートである。その下には大勢の労働者がいるが、その間に現場の技術的問題を

処理できる現場監督的人材が必要である。これが現在のＤ３つまりポリテクニック卒業
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生である。このＤ３の教官には大学卒又は同等レベルが望ましいが、現実にはほとんど

の教官はＤ３しか取得していない。また、アカデミック教育を受けてきた大学卒では実

際的なＤ３の教育には向かないことが指摘されている。つまり、Ｄ４卒が理想的である。

現在でも223人の電気系の教官がＤ４資格を必要としている。今後電気系をもつポリテク

ニックは約５倍の100校になるので、新設校の教官育成が更に必要となる。

(２) インドネシアの実際的技術者の育成

　現在のアカデミック教育を受けた大学卒は実際的な現場の技術に弱い。管理運営能力

を備え、現場の技術にも強い実際的な技術者の育成を、産業界は教育文化省に望んでい

る。Ｄ４の卒業生は通常の大学卒よりも産業界にとっては有用となろう。

　ところでインドネシアが必要と試算しているポリテクニック155校を教育文化省だけで

賄うことは無理があるので、他の省の学校をも含めたナショナルポリテクニック構想が

浮かびあがってくる。労働省では156の職業訓練学校（ＢＬＫ）をもっており、今後は教

育文化省のポリテクニックと同レベルの学校を増やしていく計画である。Ｄ３の取得が

可能なポリテクニック・プログラムを実施するＢＬＫは、1997年に９校であったものが

1998年には12校に増加した。これらの学校では熟練技能工の資格を労働省が与える一方、

認定試験をパスすれば教育文化省の出すＤ３をも得ることができる制度になる予定であ

る。これはＤＧＨＥの155校のポリテクニック拡充計画を支援するために、両省が協力し

てできた制度である。

　以下にポリテクニックと同様のＤ３を出せることになったＢＬＫ12校を列挙する。

　資格認定はＤＧＨＥが行う。

・1997年までにＤ３を承認された学校：ＢＬＫパダン、ＢＬＫパサレボ、ＢＬＫ（セヴェス

ト）ジャカルタ、ＢＬＫバンドン、ＢＬＫセマラン、ＢＬＫスラバヤ、ＢＬＫシンゴサ

リ、ＢＬＫウジュンパンダン、ＢＬＫサマリンダ。

・1998年にＤ３を承認された学校：ＢＬＫメダン、ＢＬＫパレンバン、ＢＬＫスラカルタ。

・ブカシにあるＣＥＶＥＳＴはＪＩＣＡの職業訓練向上計画プロジェクトで設立、形成され

た機関であるが、ジャカルタ教員養成大学（IKIP JAKARTA）の支援を受けてＤ３を運営

中である。

　工業省の訓練センターは統一したカテゴリーでは示しにくいが、多くは職業訓練校で、なかに

はレベルの高いスマトラ化学工業訓練校（以前ＪＩＣＡプロジェクトで支援）もある。

　その他、私立の職業訓練校が約1,400あるが、このうち20校をポリテクニック同等（Ｄ３）レ

ベルにする。これは現在進行中である。農業や経済など他分野も含めると現在全国には26校のポ
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リテクニックがある。

　結局、実質的には文部省、労働省、工業省等をあわせれば、現在約50校のＤ３レベルの学校が

あることになる。

　関連するプロジェクトや教育機関としては、次のものがあげられる。

・ポリテクニック教育開発センター（ＰＥＤＣ）

英語名はPolytechnic Education Development Centerであり、学校ではなく、ポリテ

クニック教官対象の短期間の研修や実習コースが運営される。インドネシア全土のポリテ

クニック教育行政を行うが、最近は活動が低下しつつある。

・スラバヤ工科大学（ＩＴＳ）

英語での通称はInstitute Technology of Surabayaであるが、現地名はInstitut

Teknologi Seplo Nopenbaである。東ジャワ州での技術教育の中心である。

・バンドン工科大学（ＩＴＢ）

英語名はInstitute Technology of Bandunである。インドネシアで最も有名な大学なの

で説明を省くが、バンドン・ポリテクニックの多くがＩＴＢスタッフであり、ポリテク

ニック教育においても影響力が強い。

1010101010－３　プロジェクトの予算措置－３　プロジェクトの予算措置－３　プロジェクトの予算措置－３　プロジェクトの予算措置－３　プロジェクトの予算措置

　プロジェクト全体の予算計画はいまだ明確に積算されていない。これは当初、施設がＯＥＣＦ

により援助される可能性があったため、新規施設建設なしでのプロジェクト実施計画を立案して

こなかったためである。今後、特に情報工学科の新設にかかる経費算定について、インドネシア

側は1998年12月末までにまとめて日本側に提示したいとしている。

1010101010－４　建物、施設等計画－４　建物、施設等計画－４　建物、施設等計画－４　建物、施設等計画－４　建物、施設等計画

　もし、ＯＥＣＦのプロジェクトが早い段階で実施されたならば、新規の建物を視野に入れた機

材の配置も考えられたが、現状では早く見積もっても2002年以降の完成になる。

　インドネシア政府がＪＩＣＡプロジェクトに期待しているのは、より早いＤ４コースの発足、

つまりＤ３コースの教官養成である。したがって、本プロジェクトでは無償や有償で実験室を拡

充するのではなく、すでに存在する実験室をより効率的に使用するとともに、比較的安価に建設

できる一般教室を増築して、これまで教室としても使用していた実験室を実験専用とするなどの

措置をとる。Ｄ４の３クラス（電子、電気、通信）とＤ３の１クラス（情報技術）が増加するの

で、授業も２部制となるが、ＥＥＰＩＳの教官一同がプロジェクト成功のために積極的に協力す

るので問題はないと思われる。



－20－

1010101010－５　カウンターパートの配置計画－５　カウンターパートの配置計画－５　カウンターパートの配置計画－５　カウンターパートの配置計画－５　カウンターパートの配置計画

　ＥＥＰＩＳの現在の69人の教官全員がカウンターパートとして今後も配置される予定であり、

また必要に応じて毎年９月に新規教官２～３人の採用を検討することも可能である、とインドネ

シア側は説明している。

　ＥＥＰＩＳの多くのスタッフがすでに日本での研修を経験していることは、今後のプロジェク

トの活動実施を考えた場合に非常にプラス材料である。高専がかつて実施された「スラバヤ電子

工学プロジェクト」の支援母体であったので、かなりのカウンターパート研修が全国にまたがる

高専ネットワークで行われた。また、豊橋技術科学大学、大阪市立大学、熊本大学、大阪大学な

どにも文部省留学やＪＩＣＡ研修でカウンターパートが送られている。

1010101010－６　政府関係機関の支援体制－６　政府関係機関の支援体制－６　政府関係機関の支援体制－６　政府関係機関の支援体制－６　政府関係機関の支援体制

　本プロジェクトに関係する政府関係機関としては国家開発企画庁（BAPPENAS)、労働省、工業

省等の省庁があげられる。政府は当面、79校のポリテクニック校の新設を計画しており（最終的

には155校を設置予定)、その設置者の多くは教育文化省であるが、工業省、労働省等の省庁もポ

リテクニック教育を行っている。

　労働省は156校のＢＬＫを有しているが、これをそのままポリテクニック校へ昇格させるので

はなく、そのうちの27校につきＤ３の取得が可能となるポリテクニック・プログラムの実施を予

定している。現在、教育文化省との契約に基づきＢＬＫ12校において同プログラムが実施される

予定である。これによりＢＬＫでは、教育文化省により付与されるＤ３と労働省により認定され

るテクニシャンの資格を、同時に取得することが可能となる。

　ポリテクニック教育が複数の省庁により実施されることについて、BAPPENASは基本的には能力

があればどの省庁が実施しても問題はないとの立場であった。ただ教育文化省は、その全体計画

の企画立案について、主導的役割を有するとの認識を示している。労働省、教育文化省の説明で

も、教育文化省所管のポリテクニックは「公教育機関」として、労働省等の他省庁所管の人材養

成機関は「職業訓練機関」として位置づけているとのことであった。
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1111111111．プロジェクト協力の基本計画．プロジェクト協力の基本計画．プロジェクト協力の基本計画．プロジェクト協力の基本計画．プロジェクト協力の基本計画

1111111111－１　協力の方針－１　協力の方針－１　協力の方針－１　協力の方針－１　協力の方針

　本プロジェクトは、基本的には２部門から成るプロジェクトとみることができる。すなわち、

既存の２学科（電気工学科、通信工学科）におけるＤ４コースの新設、及び情報工学科のＤ３

コース新設への技術協力である。Ｄ４、Ｄ３の違いはあるものの、これらの部門はいずれも電気

工学の分野に含まれるもので、技術協力も当然両分野協調の下に行われるべきである。

　協力の基本方針は、あくまでもインドネシア側が主体となって、カリキュラムをはじめ、テキ

スト作成、実験・実習項目の選定、必要機材の準備等を行い、協力当初から、インドネシア側の

自主性を前提としたプロジェクト協力体制をとるべきものとする。日本が1987年から実施したプ

ロジェクト方式技術協力において設立した２学科は、プロジェクト終了後もインドネシア側の独

自の努力により、順調に運営、発展し、現在、実質的には３学科（電気コース、電子コース、及

び通信コース）に相当する規模に拡張している。これは、インドネシア側の実力が十分なレベル

にまで向上していることの証拠であり、インドネシア側には相当の割合で自主性をもってこの新

プロジェクトを遂行できる下地があるものと判断できる。

　既存のＤ３コース２学科に併設されるＤ４コースは、インドネシアのポリテクニック校への教

官を供給することを主たる目的とするため、履修者には、より幅広い電気工学の知識の修得が要

求されるばかりでなく、各コースでの高度な研究能力も必要である。このため、既存のＤ３コー

スのカリキュラムをそのまま併用することはできず、新設されるＤ３コース（情報工学科）の内

容も盛り込んだ総合的なカリキュラムと、各コースに特化したより専門的、高度な内容をもつカ

リキュラムとの組み合わせ、さらに、コース修了時の論文（制作）には研究レベルの内容を取り

入れることなどを考慮すべきである。

　新設のＤ３コース（情報工学科）は、既存の２学科と若干内容を異にするものの、電気工学科

の基礎知識部分は当然必要である。したがって、既存のＤ３コース２学科の協力の下に、そのカ

リキュラムの一部を取り入れることが肝要である。

　新設のＤ３、Ｄ４、いずれも各コースとも単独では成立し得ない総合的な教育、技術分野であ

るため、その協力形態は、同時に派遣された複数の専門家とインドネシア側スタッフとの合同作

業による形態をとることになろう。このような教育技術協力には、長期専門家１名の派遣より、

複数の短期専門家の同時派遣による短期決戦形の方が、より効率的であり、また、問題点の発

見、解決にも有効である。

　Ｄ４コースを担当する教官には、高度な専門知識と研究能力が要求される。これには、新規に

大学院レベルの修了生をスラバヤ工科大学（ＩＴＳ）等から確保することも考えられるが、ま

ず、現在のスタッフのレベルアップを優先させるべきであろう。これには、日本への研修員とし
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ての派遣、並びにＩＴＳへのインドネシア国内留学が考えられ、これらは日本側としても大いに

協力できるところである。日本への派遣では、高度な研究環境に触れることで、自己の研究心啓

発の契機となろう。一方、ＩＴＳへの留学では、上位の学位の取得が可能であり、また、教育現

場を離れることなく、自己のレベル向上を行うことができるなど、その効果はコストのわりに大

きいと思われる。

　新設の情報工学科は、コンピューターを操作することが実習の中心となるが、インターネット

関連の教育、実習は、今後のその重要性を勘案すると、特に重点を置くべき項目であろう。これ

を考慮すると、新設のＤ３コースである情報工学科に対する協力では、ネットワークづくりにた

けた長期専門家の派遣が不可欠である。ネットワークの構築、並びにその保守には、高度の専門

知識と、長期にわたる運用による信頼性の確認が必須で、短期の専門家より長期の専門家の常駐

が望ましい。

1111111111－２　協力の範囲及び内容－２　協力の範囲及び内容－２　協力の範囲及び内容－２　協力の範囲及び内容－２　協力の範囲及び内容

　本プロジェクトの協力範囲は、新設コースのカリキュラム作成、テキスト作成、必要機材の提

供、長期・短期専門家の派遣、及び研修員の受入れである。これらの内容は、次のとおりであ

る。

(１) カリキュラムの作成

　インドネシア側との共同による新設４コースのカリキュラムの立案、調整、実施協力、

各教科シラバスの内容調整。

(２) テキストの作成

　新設４コースで使用するテキストの選定、新規著作協力。

(３) 必要機材の提供

　新設４コースで必要とする実験、実習、修了制作、並びに教官の専門的研究等に必要

な機材の提供。

(４) 長期専門家の派遣

　情報工学、特にネットワークの構築、保守に関係する長期専門家１名の派遣。

(５) 短期専門家の派遣

　主としてカリキュラムの構築に対する協力を目的として、新設４コースの専門家を同

時期に短期間（２～３週間）派遣。派遣回数は複数回とする。４コースのカリキュラム
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は、互いに深い関連があり、１人の専門家では全分野をカバーすることが困難であり、

また、少数の人員での議論では、カリキュラムに脱落が生じる危険性がある。４分野を

カバーする専門家４人（できれば、情報工学コースについては２人、この場合総計は５人と

なる）と、インドネシア側教官から成るチームで、カリキュラムを総合的に検討する。

(６) 研修員の受入れ

　本邦研修を受けていないカウンターパートを中心に、年間数人の研修員を日本各地の

高専、及び大学に受け入れる。

1111111111－３　協力部門別計画－３　協力部門別計画－３　協力部門別計画－３　協力部門別計画－３　協力部門別計画

　本プロジェクトは、Ｄ４コース及びＤ３コースの新設の２部門構成である。各部門の実施計画

は、次のようなものとなろう。ただし、Ｄ３の新設コース（情報工学科）に供与されるであろう

コンピューター及びこれにより構築されるネットワークが稼働し、これらを利用できるか否かに

より、教官養成のＤ４コースのカリキュラム等が異なってくる。まず、情報工学科の立ち上がり

を待って、Ｄ４コースをスタートさせることも一案である。

(１) Ｄ４コース（主として短期派遣専門家による協力、研修生の受入れは各年次）

・１年次：カリキュラムの作成、教科別シラバスの作成、テキストの選定、新規著作

テキストの下準備、必要機材の検討。

・２年次：機材の調達、搬入、設置、調整、初回生徒の入学（？)、カリキュラムの試

行。

・３年次：カリキュラムの本格的実行、機材の補充。

・４年次：カリキュラムの見直し、テキストの著作、機材補充、プロジェクトの到達

度のチェック。

・５年次：カリキュラムの見直し、テキストの著作、修了制作の方針検討、プロジェ

クトの総括。

(２) Ｄ３コース（常駐する長期専門家と短期専門家による協力、研修生の受入れは各年次）

　Ｄ３コースは、ＥＥＰＩＳ設立時のカリキュラム等を大部分は踏襲できる。既存のＤ３

の３コースの実績に基づくノウハウを生かし、短期で立ち上げることが可能であろう。

・１年次：Ｄ４コースと共同によるカリキュラム、シラバス、テキストの検討、決

定、機材の調達、搬入、設置、調整、ネットワークの構築、調整、保守。

・２年次：初回生徒の入学、機材の調達、搬入、設置、調整、ネットワークの拡充。

・３年次：機材の補充、修了制作の検討。
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・４年次：機材の補充、修了制作、カリキュラムの見直し。

・５年次：プロジェクトの総括。

1111111111－４　専門家派遣計画－４　専門家派遣計画－４　専門家派遣計画－４　専門家派遣計画－４　専門家派遣計画

　管理運営のための長期専門家として、リーダーと調整員はプロジェクト期間中、常に派遣され

ている必要がある。

　また、技術指導のための長期専門家として、プロジェクト期間中は１人の専門家が常駐する必

要がある。この専門家の担当分野は、状況に応じて電子、電気、通信、情報のいずれかの分野の

専門家となるが、ネットワーク構築に係る知識・技量があることが望ましい。１年ごとに他の分

野の専門家に交代することもあり得る。また、リーダーが技術専門家を兼任することもあり得る。

　したがって、長期専門家はプロジェクトの期間を通じて２人または３人となる。

　次に、技術指導型の短期専門家は、広い分野の技術指導を行う必要があるので、通常のプロ

ジェクトに比べて派遣人数が多くなる。毎年、およそ15～30人の短期専門家が必要と見込まれて

いるが、それぞれの専門家はカウンターパートを通じて技術上の問題解決に協力する。短期専門

家については、４～５人を同時期に派遣する。年間数回の派遣とし、派遣期間と派遣期間との間

は、電子メール等の通信手段を用いて、緊密に連絡をとり合い、問題点の解決にあたる。直接現

地に赴かなければならない事態が生じた場合は、できるだけ関連４分野のすべての専門家を同時

に派遣できるよう、時期・期間等を調整する。既存のＤ３コースに併設されるＤ４の３コースに

ついては、必ずしも長期専門家は必要としないであろう。しかし、新設の情報工学Ｄ３コースに

ついては、既存の３コースと若干内容が異なり、また、コンピューターネットワークの構築・保

守という長期にわたる連続した作業を必要とするため、コンピューターネットワークに精通した

長期専門家の派遣が必要である。

1111111111－５　研修員受入計画－５　研修員受入計画－５　研修員受入計画－５　研修員受入計画－５　研修員受入計画

　研修員の受入れは、新設４コース全分野について必要である。今回の協力ではＤ４という大学

同等のレベルをめざすので、この目的での研修は大学での研修や留学が必要であるが、実際的な

技術の学習には高専での研修が必要である。一方、新しいＤ３レベルの学科設立は高専での研修

が中心となる。

1111111111－６　資機材供与計画－６　資機材供与計画－６　資機材供与計画－６　資機材供与計画－６　資機材供与計画

　必要機材が決定してから、年次計画を立案する。主要機材リストはインドネシア側で検討済み

であるため、後日内容を確認のうえ関係者に諮りつつ、適切な機材を選定し、供与計画を策定す

ることとなる。
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1212121212．技術協力の妥当性．技術協力の妥当性．技術協力の妥当性．技術協力の妥当性．技術協力の妥当性

　本件は、1987年から実施された「スラバヤ電子工学ポリテクニック」プロジェクト方式技術協

力の成果を土台として行われる第２段階の協力であり、比較的少ない投入で大きな成果が得られ

ることが期待される。日本側の支援体制についても旧協力（フェーズＩ）時の枠組みを基本とし

て関係機関からの協力を得ることで、専門家派遣や研修員受入れにおいても確実かつ円滑な計画

履行が見込まれる点で、非常に効率性の高いプロジェクトになると思われる。
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1313131313．協力実施にあたっての留意事項．協力実施にあたっての留意事項．協力実施にあたっての留意事項．協力実施にあたっての留意事項．協力実施にあたっての留意事項

　新設のＤ４の３コースは当面、教官養成が主な目標であるから、カリキュラム開発にあたって

は、必要な専門分野の知識のうえに、更に研究、教育のための特別なプログラムを考慮すべきで

ある。カリキュラムの開発には、専門分野全般にわたる総合的な判断が必要であり、１人の担当

者によりこれを実行することには限界がある。そのため、複数の専門家による合議制で、偏りや

脱落のないカリキュラムを開発することが肝要である。したがって、複数の専門家を同時に派遣

し、これと併せてインドネシア側からの専門家を交えて短期にカリキュラムを立案し、これを数

回かけて見直すことにより、完全な形のカリキュラムを構築する方策が有効である。また、カリ

キュラムの内容には、新設予定のＤ３コース（情報工学）の科目も必須である。

　Ｄ３コース（情報工学）は、既存のＤ３の３コースとは若干その内容が異なるが、基礎部分は

電気工学系であるから、新設Ｄ４コースと共同でカリキュラムを開発することが必要である。ま

た、主要機材はコンピューターであり、これを早急にネットワーク化することが極めて重要な作

業である。このため、コンピューター室の整備及び機材の供与が最優先課題となろう。コン

ピューターのネットワーク化は、長期専門家による継続した協力が不可欠で、この分野の専門家

の長期派遣が望まれる。コンピューターネットワーク構築後は、電子メール、インターネット等

を通して、派遣専門家が現地に不在の期間も、日本にいながらにして、幅広い協力体制をとるこ

とが可能となり、また、各種専門的な最新情報もインターネットを通して入手可能となるなど、

その効果はきわめて大きい。

　高度な専門知識を要求されるＤ４コースの生徒には、このインターネット等のコンピューター

応用カリキュラムを取り入れる必要があり、Ｄ４コースの立ち上がりに先立って、Ｄ３コース

（情報工学）の立ち上げを優先考慮しても良いのではなかろうか。
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1414141414．提言．提言．提言．提言．提言

　本事前調査を通して、スラバヤ電子工学ポリテクニック（ＥＥＰＩＳ）側の本プロジェクトに

対する非常に強い熱意と、現スタッフのもつ実行力は高く評価できた。また、インドネシア教育

文化省のポリテクニック増強政策も納得できるものである。現在、インドネシアが直面している

経済危機は、本プロジェクトの実行に少なからず影響を及ぼすものと予想されるが、教育プロ

ジェクトの効果が現れるまでには数年の期間を要することを考慮し、経済危機が解決する時期に

人材供給を可能にするという意味においても、このプロジェクトは早急に開始すべきであろう。

　プロジェクト開始にあたっては、当然スペースの問題が残る。建物の建設には時間を要するた

め、当面、現存する施設を使わざるを得ない状況であろう。機材（特に、数十台のコンピュー

ター）設置のためのスペースの確保、並びにその環境の整備は、インドネシア側の責任におい

て、事前に実施すべき事項である。また、コンピューターの機種選定、調達などは、プロジェク

ト開始と同時に実行できるよう、日本側で計画すべき事項となろう。さらに、ネットワーク構築

は最優先課題とし、これを担当する長期専門家の人選もプロジェクト開始に間に合うよう配慮す

べきである。
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資料３　事前調査団の協議・調査事項資料３　事前調査団の協議・調査事項資料３　事前調査団の協議・調査事項資料３　事前調査団の協議・調査事項資料３　事前調査団の協議・調査事項

(１) 事前調査団の協議・調査事項

１) 現在のポリテクニックレベルの教育事情

教育施設、機材、教官養成制度、免許制度、教官の給与・昇給制度

教官の資質、学生の資質、学費、教育費への国費負担制度、カリキュラム、カリ

キュラム決定プロセス及び権限、外国援助の実績、ほか

２) 教育文化省のポリテクニック校教官の養成計画

　　規模、対象、予算配分、国家制作のなかでの位置づけ、ほか

３) 要請の内容確認

　　ポリテクニック校拡充強化の目標、方策、具体的プログラム

　　プロジェクトにおける教官養成（Ｄ４）と学生教育（Ｄ３）の連携のあり方

　　全国のポリテクニック校に対するＥＥＰＩＳの機能・他校との役割分担、ほか

４) プロジェクトの目的・成果・活動内容の妥当性と大枠の確認

ａ) 目的

・実践的教育を行えるポリテクニック教官の育成

・中間管理技術者養成機関としてのＥＥＰＩＳの機能の強化

ｂ) 成果

・ＥＥＰＩＳにおける電気工学科・通信工学科教官養成課程（Ｄ４）の開設

・ＥＥＰＩＳにおける情報工学科・医療電子工学科（Ｄ３）の新設

ｃ) 活動

・電気工学科・通信工学科教官養成課程（Ｄ４）カリキュラムの改善

・電気工学科・通信工学科教官養成課程（Ｄ４）教材の開発

・電気工学科・通信工学科教官養成課程（Ｄ４）教科書・指導書の整備

・情報工学科・医療電子工学科（Ｄ３）カリキュラムの改善

・情報工学科・医療電子工学科（Ｄ３）教材の開発

・情報工学科・医療電子工学科（Ｄ３）教科書・指導書の整備

５) 協力範囲の確認

・ＥＥＰＩＳにおける電気工学科・通信工学科教官養成課程（Ｄ４）

・ＥＥＰＩＳにおける情報工学科・医療電子工学科（Ｄ３）

・Ｃ／ＰはＥＥＰＩＳの現職教官及び技官

６) プロジェクト・サイト

運営体制、人員配置、活動実績、制度上の裏づけの有無、施設規模、運営予算、保
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有機材、周辺インフラ、ＥＥＰＩＳの社会的地位及び制度的役割

７) 関連機関との連携

・ＯＥＣＦ（機材導入計画の策定における協力）

・ポリテクニック教育開発センター（ＰＥＤＣ）への支援ドナー、ほか

(２) 重点調査・検討事項

　また、上述した調査事項のうち、特に重点を置くべき調査・検討事項として以下の諸

点があげられる。

１) インドネシア側のポリテクニック教育拡充のための全体計画

・国家開発計画上の産業重点分野と、産業界のニーズの間に整合性がとれているの

か。

・産業界が必要としている中間管理技術者の数と、ポリテクニック校の輩出し得る卒

業生数との関連性、妥当性があるのか。

・既設校の拡充規模、新設校の配置、ＰＥＤＣの今後の役割等も含め、インドネシア

側の全体計画の具体的内容とスケジュールはどのようなものか。

・全体計画の実施に先立ち、インドネシアの関係省庁・機関との合意がなされ、

ＤＧＨＥ主導の下インドネシア側の協調体制が確保され得るのか。

２) プロジェクトの概要

・プロジェクトの協力範囲の検討にあたり、他ドナーの今後のインドネシアに対する

協力実施計画も把握して、ドナー間での重複のない効率的な枠組みでプロジェクト

を形成すべく配慮がなされているか。

・ＥＥＰＩＳが電子工学系ポリテクニック教育の中核機関としての役割を果たし得る

基盤を持ち、またそのために必要な機能をＤＧＨＥから附与され得るのか。

・プロジェクトの目的、成果、活動について、インドネシア側では具体的にどのよう

な内容を希望しているのか。また、ＤＧＨＥとしてはＥＥＰＩＳの「医療電子工

学」及び「情報工学」系分野の教育機能も強化することを特に希望しているとの情

報もあり、これらについては日本側としてどのように対処すべきか。

・教官養成課程（Ｄ４）は電気工学科と通信工学科の両方について新設するのか。

・新規設立を要請されている学科（Ｄ３）については、情報工学科、医療電子工学科

ともに十分な妥当性が認められるのか。

３) インドネシア側の投入計画

・インドネシア側として可能な具体的投入計画、内容はどのようなものか。

・将来計画も含めて、インドネシア側の自立性、持続性の確保の見通しはあるか。
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４) 日本側の協力範囲

・プロジェクトの活動内容と照らし合わせ、新規の施設建設の必要性、不可欠性は確

認され得るのか。

・新規施設の建設が不可欠である場合、日本側としてその建設を支援できないのであ

れば、プロジェクトの協力範囲を縮小するのか（新規施設を建設しなくても実施可

能な範囲で技術協力を行うのか)。又は、プロジェクトの協力範囲は縮小せずに、

プロジェクトにおける日本側の協力範囲を技術協力分野に限定し、施設建設はイン

ドネシア側（または他ドナー）の責任として任せるのか。

・プロジェクトに必要な機材とはどのようなものか。また、どのような機材を日本か

ら供与すべきか。
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